公共施設マネジメント計画と問題点
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Ⅰ、公共施設マネジメントの全国的な流れ
１、Ｈ２５年６月　日本再興戦略の策定　　アベノミクスを推進するための戦略
　２、Ｈ２５年１１月　インフラ長寿命化基本計画

　３、Ｈ２６年８月　都市再生特別措置法の改正　　中心は立地適正化計画の創設。
地域に都市機能誘導地域と居住誘導地域を設け、市街地や集落のコンパクト化を図る制度。　
４、Ｈ２６年４月２２日、公共施設等総合管理計画の策定を地方公共団体に要請

　①Ｈ２７年４月１日現在、全都道府県・指定都市・市区町村で策定予定。
Ｈ２８年度までに９８.４%で策定が完了予定。

　②Ｈ２７年４月１日現在、策定済の自治体は。

県→山形、茨城、埼玉、新潟、静岡、愛知、三重、広島、山口、徳島、鹿児島の１１県。

指定都市→仙台、さいたま、横浜、川崎、相模原、静岡、京都、福岡の８市。
市区町村→５６団体。
Ⅱ、市当局の計画

１、北九州市の公共施設マネジメント、その背景

　①保有量が人口一人当たり５.０㎡、政令市中で最大、政令市平均の１.５倍。
　②保有施設の多くがＳ４０～５０年代に整備され、建築後３０年を経過した施設が過半数。

　③大規模改修や更新に、今後４０年間で１兆２,０４０億円、年間３０１億円が必要。

　④大規模改修や更新に要している経費は、近年の年平均１８０億円で１２１億円が不足。
　２、北九州市の公共施設マネジメントの基本方針
　　①財政負担の軽減

　　　◆真に必要な公共施設を選抜し、最適な施設規模で建替え、更新費用を低く抑える。

　　　◆施設の長寿命化を図り、更新時期をコントロールし、支出を平準化する。
　　　◆施設利用者に対して、応分の負担を求めること。

　　　◆施設の再配置は、街なか居住やコンパクトシティなど、街づくりの視点で取り組む。

　　②基本方針

　　　◆施設の集約化と利用の効率化。◆民間施設・ノウハウの活用。
　　　◆市民センターを中心とした地域コミュニティの充実。◆特定目的施設や利用形態見直し。
　　　◆施設の長寿命化と年度毎費用の平準化。◆利用料金の見直し。
　　　◆まちづくりの視点からの資産の有効活用。◆外郭団体等への譲渡を検討

　３、施設分野別実行計画（素案）
当局資料と説明を参照。
現在、パブリックコメントを実施中。１１月１６日～１２月１５日

　　①市営住宅

	
	保有戸数
	戸数削減率
	延床面積削減率

	現 状
	約３２,９００戸
	
	

	10年後
	約３２,３００戸
	２％
	１％

	20年後
	約３１,８００戸
	３％
	３％

	25年後
	約３０,８００戸
	７％
	６％

	30年後
	約２４,０００戸
	２８％
	２２％

	40年後
	約２０,０００戸
	３８％
	３１％


　　②学校施設

	　　
	Ｈ27
	Ｈ37
	Ｈ47
	Ｈ52

	小学校
	小規模校
	５３（１）
	５７（１）
	６７
	６７

	
	適正規模校
	７６
	７２
	６５
	６５

	
	大規模校
	２
	３
	０
	０

	
	学校数
	１３１（１）
	１３２（１）
	１３２（１）
	１３２（１）

	
	児童数
	４８,０８７
	４１,３２７
	３５,３２２
	３３,９２６

	
	学級数
	１,６６２
	１,４７３
	１,３２４
	１,２９９

	中学校
	小規模校
	１４
	１８
	２８
	２８

	
	適正規模校
	４８
	４３
	３４
	３４

	
	大規模校
	０
	１
	０
	０

	
	学校数
	６２
	６２
	６２
	６２

	
	児童数
	２３,８５７
	２１,２２６
	１６,５９１
	１５,９２２

	
	学級数
	７０７
	６５０
	５２０
	５０９


　　③市民利用施設

　　　◆市民センター

今後とも地域活動の拠点として活用。駐車場の確保など利用しやすい環境整備。

　　②年長者いこいの家・１７３施設（市所有分１５９、民間所有分１４）

　　　あり方を見直し、地域への移譲や市民センターへの集約化を検討（１５９施設）

　　③市民活動拠点施設

　　　生涯学習センター、勤労青少年ホーム、男女共同参画施設。概要版１０ページ。

　　④市民会館・文化ホール　概要版１２ページ。

　　⑤図書館　概要版１４ページ。

　　⑥青少年施設　概要版１６ページ。

　　⑦スポーツ施設　概要版１８ページ。

　　⑧モデルプロジェクト

　　　門司地区　概要版１９、２０ページ。大里地区　概要版２１、２２ページ。

◆４０年後の施設量
	施 設 分 野 名
	Ｈ27.3末施設量
	40年後の施設量
	削減率

	市 営 住 宅
	２,０８３千㎡
	１,４３７千㎡
	３１.０％

	学 校 施 設
	１,３７２千㎡
	１,０６２千㎡
	２２.６％

	市民利用施設
	地域コミュニティ施設
	１００千㎡
	９２千㎡
	８.５％

	
	市民活動拠点施設
	４４千㎡
	２９千㎡
	３５.９％

	
	市民会館・文化ホール
	６３千㎡
	５５千㎡
	１２.６％

	
	図書館
	２７千㎡
	２５千㎡
	９.７％

	
	青少年施設
	２６千㎡
	１４千㎡
	４５.６％

	
	スポーツ施設
	９１千㎡
	７９千㎡
	１３.９％

	
	その他
	６２４千㎡
	５２６千㎡
	１５.６％

	計
	９７５千㎡
	８２０千㎡
	１５.９％

	その他の行政施設
	２０８千㎡
	１９６千㎡
	５.７％

	全      体
	４,６３８千㎡
	３,５１６千㎡
	２４.２％


　　⑨マネジメントを進めるに当たって検討課題
　　　◆短期的な課題　施設の長寿命化、利用の効率化、利用料金や減免制度の見直し。

◆長期的な課題　支出の平準化、運営費の削減効果、資産の有効活用。

⑩計画推進に当たっての留意点

◆情報公開と市民の理解

◆行動計画の策定と計画の見直し

◆都市の再構築と活力ある街づくり

◆取組の体制
　　⑪別に、公共施設の社会インフラ版あり（技術管理室所管）

◆今後４０年間で２兆２,８００億円、年間５７０億円が必要。

◆維持管理に要している経費は、Ｈ２４・２５年度の平均４６０億円で１１０億円不足。
◆予防保全型の維持管理を推進し、年４６０億円に努力する。

Ⅲ、マネジメント計画の問題点
　１、赤字の大型箱物等施設をマネジメント計画から除外
　　①公共施設白書の内、除外している施設の負担額は膨大

　　　ＡＩＭ、ＨＣＴは除外。二つだけの財政負担は、４０年間で４００億円。

　　②メディアドーム、コムシティ、（モノレール）の破綻救済のため、約４００億円投入。
　　③旧同和関係施設（集会所等）を除外。

２、財源不足に拍車をかける大型事業推進

　　　下北道路、スタジアムは、新たな負の遺産・巨額の赤字構造物。

３、八幡市民会館、八幡図書館等、建物の特性（歴史的・文化的）を無視した計画

４、情報公開と市民の理解を得ながら丁寧に進めるとしているが、その実態は真逆
①健康づくりセンター、市立幼稚園など、市民の意見を無視。

②市民・利用者の智恵を集め、市民参加型の計画を
　　　さいたま市・マネジメント責任者（特定任期付職員）西尾真治氏の話。
　　　　★迅速で効果の高い取り組みにつながる最大のポイントは、市民、議会、庁内にわたる
「合意形成」である。

★公共施設の老朽化を巡る状況は深刻であるが、「あるべき論」を振りかざすだけでは

反対や抵抗を誘発し、結局、遠回りをすることになる。

★取り組みの各段階において、常に「合意形成」に気を配り、市民と共に、着実に推進

していくことが重要である。
　　　東大阪市・市職員労働組合や市民がマネジメント計画の問題点を検討し、対案を作成。
　　　　★対案「価値あるものが、もっと輝く素敵な街へ」は、「市の歴史と公共施設がその場

所に立地する意味を検討」「公共施設が存続し続けている歴史的価値を再評価」「公共

施設の価値を点だけでなく、他の民間施設と合わせ、線と面でとらえた」「対案作成

を市民が中心に行った」
５、街なか居住やコンパクトシティの範囲外の市民は、放置するのか
　　八幡東区では、高台に居住する高齢者を中心に、街なかへの誘導を図ったが失敗。

居住する地域への愛着、地域コミュニティの大切さが浮き彫りになった事例。
Ⅳ、具体的な運動を地域、施設毎に

　　施設別に、現地で利用者、関係市民と共に、智恵を集めた対案作成と運動を。

　２、市民・利用者参加による対案作りを

①可能な区・地域で、当局の出前講演と検討の場作り。

②各施設の評価、あり方、対案作成。

③関係団体、個人で地域懇談会の開催。

④各区民の会再開を展望した取り組を。

